
 

 

我孫子市 

～改革意識の向上、 

みんなで「安・楽・早・正」～ 

第３次行政改革推進プラン 

平成 27年 5月 

平成 27年度～平成 29年度 



 

 

これまでの取り組み 

取り組みの基本的な考え方 

 

 

   

我孫子市は、平成２1 年度から「歳入の確保」と「行政のスリム化・効率化」を２

つの柱とした行政改革推進プラン・第２次行政改革推進プランを策定し、財政基盤の

確立に軸足を置き、行政改革を進めてきました。 

 

 

 

  

 

 

第２次行政改革推進プランの計画期間である平成 24年度から平成 26年度の 3年間

は、未曾有の大災害である東日本大震災により、災害からの復旧・復興に係る事業の

費用が発生したことなど、市にとって厳しい財政運営が迫られました。 

今後も、景気が回復基調にあるとしても、少子高齢化の進展等に伴う社会保障関係

費の増加など、より一層厳しい財政状況が続くと予想されます。 

また、財政を圧迫する一つの要因として、高度経済成長期に建設された公共施設の

更新時期が訪れていることがあります。今後、老朽化した公共施設の維持管理の課題

は避けては通れないものであり、施設の利用状況や耐用年数によっては、施設の統廃

合も視野に入れ、行政経営の観点から行政改革を考える必要があります。 

我孫子市を持続可能な自立した都市として発展させるためには、徹底して事業を見

直し、将来予測される収支不足を回避できる財政基盤を確立することを目標に、不断

の行政改革を進めていくことが必要です。 

この行政改革推進プランをより実効性のあるものにするために必要なことは、職員

一人ひとりの事務事業に対する改善に向けた意識です。仕事は、安く、楽に、早く、

正しくが基本です。そこで、このプランでは、サブタイトルを『～改革意識の向上、

みんなで「安・楽・早・正」～』とし、職員の事務改善意識の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

■（基本構想）からの抜粋 

Ⅴ 構想の実現に向けて 

３）総合的・効率的な行財政運営 

(2)行政改革の推進 

 

効率的で効果的な行政運営を基本に、絶えず市民の視点に立った行政改革

に取り組み、事業の徹底的な見直しや、行政課題に的確に対応できる柔軟で

機能的な組織運営をすすめるとともに、一層の職員の意識改革と資質の向上

をはかります。また、市民、ＮＰＯや企業など多様な主体が、行政とともに

公共の分野を担う仕組みを整え、民間の知恵と工夫を最大限いかしながら、

市民ニーズに適合した質の高いサービスの提供に努めます。 

市が所有する土地や施設などの公有財産については、総合的・長期的視点

から有効に活用するとともに、維持管理にかかるコストの抑制に努めます。

さらに、日々進歩している情報通信技術を最大限活用し、情報の安全対策を

徹底しながら、事務の効率化や情報交流の拡大、市民サービスの向上をはか

ります。 

■第二次基本計画（後期計画）からの抜粋 

第四編 計画推進のために 

第三章 総合的・効率的な行財政運営 

第二節 行政改革の推進 

 

（施策の展開） 

1）地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成 

 

2）公民連携の推進と事業見直し 

 

3）公有財産の有効活用と適正管理 

 

4）情報通信技術の有効活用 

 

第三次総合計画の基本構想に掲げる行政改革の視点 

 

 

 

 

本市の行政改革は、「我孫子市第三次総合計画の基本構想」に位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

プランの進行管理 

プランの期間 

 

 

 

第 3次行政改革推進プランは、従来の計画と同様、財政基盤を確立することを目標

に「歳入の確保」と「行政のスリム化・効率化」を２つの柱にしています。 

また、喫緊の課題である老朽化した公共施設の維持管理を、「行政のスリム化・効

率化」の中に、「ファシリティマネジメントの推進」として位置付けました。今まで

同様、このプランに基づき計画的に行政改革を推進します。  

  

  

Ⅰ 歳入の確保 

 安定的な財政基盤確立に向け、若い世代の定住化策、交流人口の拡大策、地域経済 

の活性化策、税等の徴収率の向上など、さまざまな手法により歳入の確保に努めます。 

 

Ⅱ 行政のスリム化・効率化 

 市民サービスの向上、行政のスリム化、効率的で効果的な行政運営を基本に市民の

視点に立った行政改革に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27年度から平成 29年度までの 3年間を計画期間とします。ただし、この間の

社会情勢の変化に対応するために、随時見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

プランの改革項目の進行管理は、行政改革推進委員会が行います。 

 

計画に掲げる２つの柱 



 

 

１ 公民連携の推進 

Ⅰ歳入の確保 

 

Ⅱ行政のスリム化・効率化 

 

１ 地域経済の活性化 

 

２ 若い世代の定住策推進・交流人口の拡大 

３ 税等の収納機会の充実・体制強化 

４  資産の売却、貸付、活用 

５ 寄付金による基金財源の確保 

２ 事務・事業の見直し 

３ 組織の見直し・女性職員の管理職登用 

４ 人件費の削減 

５ ファシリテイマネジメントの推進 

６ 情報通信技術の有効活用 

７ 職員提案制度の活用 

８ 人材の育成と活用 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

改革項目の構成 



 

 

 

 

ⅠⅠ  歳歳入入のの確確保保  

       

改改革革項項目目  ⅠⅠ－－１１  地地域域経経済済のの活活性性化化  

内内  容容  

既既存存のの産産業業のの振振興興、、企企業業誘誘致致、、起起業業・・創創業業支支援援ななどどにに積積極極的的にに取取りり組組むむ

ここととでで、、安安定定的的なな税税収収のの確確保保をを目目指指すす。。ままたた、、空空きき店店舗舗をを活活用用すするる事事業業

者者をを支支援援しし、、商商業業のの活活性性化化をを図図るる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

住住工工混混在在のの解解消消にに向向けけたた工工場場集集団団化化事事業業のの参参画画企企業業へへのの支支援援、、ああびびここ  

創創業業・・事事業業物物件件ナナビビにによよるる情情報報発発信信              （（企企業業立立地地推推進進課課））  

空空きき店店舗舗活活用用へへのの補補助助                              （（商商業業観観光光課課））  

地地産産地地消消事事業業のの推推進進、、新新規規就就農農者者のの確確保保・・育育成成            （（農農政政課課））  

河河川川空空間間のの利利活活用用ななどど手手賀賀沼沼・・手手賀賀川川のの魅魅力力向向上上          （（企企画画課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
空空きき店店舗舗補補助助制制度度をを活活用用ししてて開開店店ししたた店店舗舗をを 33 年年間間でで 3366 店店以以上上ととすするる。。  

改改革革項項目目    ⅠⅠ－－２２  若若いい世世代代のの定定住住策策推推進進・・交交流流人人口口のの拡拡大大  

内内  容容  
安安定定ししたた納納税税者者確確保保ののたためめ、、子子育育ててししややすすくく、、利利便便性性のの高高いいままちちづづくくりり

をを推推進進しし、、若若いい世世代代のの定定住住人人口口、、交交流流人人口口をを拡拡大大すするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

「「メメデディィアアミミッッククスス」」のの手手法法にによよるる情情報報発発信信のの強強化化、、ホホーームムペペーージジののリリ

ニニュューーアアルル（（平平成成 2277 年年度度））、、ｅｅモモニニタターー制制度度のの導導入入（（平平成成 2277 年年度度））。。                                

（（秘秘書書広広報報課課））  

「「水水のの館館」」をを活活用用ししたた環環境境学学習習事事業業・・農農業業拠拠点点施施設設ととししてて整整備備  

                                                      （（農農政政課課））  

若若いい世世代代のの住住宅宅取取得得へへのの補補助助                        （（建建築築住住宅宅課課））  

子子育育てて交交流流フフリリーーママーーケケッットトのの開開催催、、民民間間事事業業所所にによよるる小小規規模模保保育育事事業業

所所をを天天王王台台地地区区にに 11 かか所所整整備備((平平成成 2277 年年度度））、、我我孫孫子子地地区区とと天天王王台台地地区区

にに私私立立保保育育園園をを 11 園園ずずつつ整整備備((平平成成 2288 年年度度))、、民民間間事事業業者者にによよるる小小規規模模

保保育育事事業業所所をを我我孫孫子子地地区区とと天天王王台台地地区区にに整整備備((平平成成 2288 年年度度))、、民民間間事事業業

者者にによよるる小小規規模模保保育育事事業業所所をを湖湖北北地地区区とと新新木木・・布布佐佐地地区区にに整整備備（（平平成成

2299 年年度度））                                              （（保保育育課課））  

助助産産師師ななどどのの専専門門職職員員にによよるる産産後後ケケアア事事業業      （（健健康康づづくくりり支支援援課課））  

第第二二小小・・四四小小・・高高野野山山小小ににああびびっっ子子ククララブブ開開設設（（平平成成 2277 年年度度））、、1111 校校

目目ととななるる新新木木小小ああびびっっ子子ククララブブ新新築築工工事事（（平平成成 2288 年年度度））、、新新木木小小ににああびび

っっ子子ククララブブ開開設設、、1122 校校目目ああびびっっ子子ククララブブ開開設設（（平平成成 2299 年年度度））  

                                                （（子子どどもも支支援援課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

平平成成 2299 年年 22 月月 11 日日現現在在のの 2299 歳歳かからら 3388 歳歳ままででのの人人口口がが、、平平成成 2266 年年 22

月月 11 日日現現在在のの 2266 歳歳かからら 3355 歳歳人人口口 1144,,330033 人人をを上上回回るるこことと。。  

改革項目 



 

 

  

改改革革項項目目  ⅠⅠ－－３３  税税等等のの収収納納機機会会のの充充実実・・体体制制強強化化  

内内  容容  
納納税税機機会会のの充充実実をを図図るるととととももにに、、公公平平性性のの観観点点かからら滞滞納納整整理理のの強強化化をを行行

いい安安定定ししたた歳歳入入のの確確保保をを目目指指すす。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

一一元元化化対対象象債債権権のの集集積積・・滞滞納納整整理理、、捜捜索索及及びびイインンタターーネネッットト公公売売のの実実施施、、

ココンンビビニニ納納付付のの実実施施、、徴徴収収知知識識・・技技術術習習得得ののたためめのの実実務務研研修修参参加加、、積積極極

的的なな滞滞納納処処分分とと換換価価のの実実施施                              （（収収税税課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
平平成成 2299 年年度度のの徴徴収収率率がが平平成成 2255 年年度度徴徴収収率率 9922..99％％をを上上回回るるこことと。。  

改改革革項項目目    ⅠⅠ－－４４  資資産産のの売売却却、、貸貸付付、、活活用用  

内内  容容  
既既存存のの公公共共施施設設のの有有効効活活用用をを図図るるととととももにに利利用用見見込込みみののなないい公公有有財財産産にに

つついいててはは、、貸貸付付やや売売却却をを含含めめたた有有効効なな活活用用をを図図るる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

一一般般競競争争入入札札ややイインンタターーネネッットト公公売売にによよるる公公有有財財産産のの売売却却及及びび貸貸付付のの検検

討討、、現現有有資資産産をを活活用用ししたた広広告告収収入入のの拡拡大大                （（施施設設管管理理課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
各各年年度度ににおおいいてて売売却却をを予予定定すするる公公有有財財産産（（普普通通財財産産））をを完完売売すするるこことと。。  

改改革革項項目目    ⅠⅠ－－５５  寄寄付付金金にによよるる基基金金財財源源のの確確保保  

内内  容容  寄寄付付のの呼呼びびかかけけをを行行いい、、財財源源のの確確保保にに努努めめるる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

基基金金のの目目的的、、用用途途、、活活動動成成果果ののＰＰＲＲをを積積極極的的にに発発信信しし、、寄寄付付をを呼呼びびかかけけ

るる。。ふふるるささとと納納税税制制度度のの推推進進                              （（財財政政課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

平平成成 2277 年年度度かからら平平成成 2299 年年度度ままででのの寄寄付付金金合合計計額額がが、、平平成成 2244 年年度度かからら平平

成成 2266 年年度度ままででのの寄寄付付金金合合計計額額をを上上回回るるこことと。。  



 

 

ⅡⅡ  行行政政ののススリリムム化化・・効効率率化化  

  

  

  

  

  

改改革革項項目目    ⅡⅡ－－２２  事事務務・・事事業業のの見見直直しし  

内内  容容  
限限らられれたた資資源源でで最最大大のの効効果果をを得得るるたためめ、、事事務務・・事事業業のの必必要要性性やや優優先先順順

位位をを検検討討すするるととととももにに実実施施主主体体ののあありり方方ににつついいててもも見見直直ししすするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

行行政政評評価価結結果果のの活活用用                                    （（企企画画課課））  

事事業業仕仕分分けけのの活活用用                                      （（総総務務課課））  

予予算算編編成成時時のの優優先先順順位位付付                                （（財財政政課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

各各年年度度、、行行政政評評価価とと事事業業仕仕分分けけでで出出たた結結果果をを確確実実にに実実行行すするるこことと。。まま

たた見見直直ししのの事事業業ににつついいててもも担担当当課課設設定定のの見見直直ししススケケジジュューールルにに沿沿っってて

適適切切にに実実行行すするるこことと。。  

改改革革項項目目    ⅡⅡ－－１１  公公民民連連携携のの推推進進  

内内  容容  
行行政政とと民民間間のの役役割割分分担担ににつついいてて検検討討しし、、「「民民間間ににででききるるここととはは民民間間にに」」

のの観観点点かからら、、民民間間活活力力をを積積極極的的にに導導入入すするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

提提案案型型公公共共ササーービビスス民民営営化化制制度度のの提提案案募募集集・・採採用用提提案案のの実実施施（（総総務務課課））  

指指定定管管理理者者・・ＰＰＦＦＩＩ導導入入のの検検討討                          （（関関係係課課））  

後後期期高高齢齢者者医医療療窓窓口口業業務務のの委委託託（（平平成成 2277 年年度度））        （（国国保保年年金金課課））    

水水道道事事業業のの包包括括業業務務委委託託のの拡拡大大（（平平成成 2277 年年度度））            （（水水道道局局））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
提提案案型型公公共共ササーービビスス民民営営化化制制度度にによよるる採採用用提提案案のの実実施施件件数数がが各各年年 33 件件

以以上上ああるるこことと。。  

改改革革項項目目  ⅡⅡ－－３３  組組織織のの見見直直しし・・女女性性職職員員のの管管理理職職登登用用  

内内  容容  

多多様様なな行行政政需需要要にに効効率率的的・・効効果果的的にに対対応応すするるたためめ、、よよりり機機能能的的・・弾弾力力

的的なな組組織織づづくくりりをを推推進進すするる。。ままたた、、女女性性のの資資質質、、能能力力をを施施策策のの展展開開にに

反反映映ででききるるよようう管管理理職職へへのの積積極極的的なな登登用用をを推推進進すするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

水水道道局局のの組組織織体体制制のの見見直直しし((平平成成 2277 年年度度))                  ((水水道道局局))  

組組織織見見直直ししのの検検討討とと実実施施、、ププロロジジェェククトト組組織織のの活活用用、、女女性性活活躍躍のの組組織織

体体制制・・環環境境のの整整備備、、管管理理職職割割合合のの適適正正化化                  （（総総務務課課））                                                        

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

行行政政需需要要にに応応じじてて、、執執行行体体制制をを常常にに見見直直しし適適正正なな体体制制をを確確保保すするる。。  

全全職職員員にに対対すするる管管理理職職割割合合のの適適正正化化をを図図るる。。  



 

 

  

  

  

改改革革項項目目    ⅡⅡ－－４４  人人件件費費のの削削減減  

内内  容容  職職員員数数のの抑抑制制、、給給与与のの削削減減にによよりり人人件件費費総総額額のの圧圧縮縮にに努努めめるる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

給給料料水水準準のの引引きき下下げげ、、定定員員管管理理適適正正化化計計画画にによよるる職職員員数数のの抑抑制制  

                                                      （（総総務務課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

一一般般会会計計当当初初予予算算ベベーーススのの人人件件費費総総額額でで、、平平成成 2266 年年度度とと比比較較ししてて、、平平

成成 2299 年年度度はは 11 億億円円のの減減ととすするるこことと。。  

改改革革項項目目  ⅡⅡ－－５５  フファァシシリリテテイイママネネジジメメンントトのの推推進進  

内内  容容  
公公共共施施設設等等のの老老朽朽化化ななどどのの課課題題にに対対応応すするるたためめ、、総総合合的的かかつつ計計画画的的なな

管管理理をを推推進進すするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

公公共共施施設設等等総総合合管管理理計計画画（（基基本本方方針針））のの策策定定（（平平成成 2277 年年度度））、、公公共共施施

設設等等総総合合管管理理計計画画のの策策定定（（平平成成 2288 年年度度））、、公公共共施施設設等等総総合合管管理理計計画画のの

推推進進（（平平成成 2299 年年度度））                        （（企企画画課課（（資資産産経経営営室室））））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

公公共共施施設設等等のの全全体体状状況況をを把把握握しし、、長長期期的的なな視視点点でで、、更更新新・・統統廃廃合合・・長長

寿寿命命化化をを計計画画的的にに行行ううここととでで、、財財政政負負担担のの軽軽減減、、平平準準化化をを図図るる。。  

改改革革項項目目    ⅡⅡ－－６６  情情報報通通信信技技術術のの有有効効活活用用  

内内  容容  
利利便便性性のの高高いいササーービビススをを提提供供すするるたためめ、、ＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた行行政政ササーービビ

スス、、業業務務のの効効率率化化、、手手続続ききのの簡簡素素化化・・合合理理化化をを推推進進すするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

ママイイナナンンババーー制制度度のの推推進進                                （（関関係係課課））  

電電子子ササーービビスス利利用用のの拡拡大大            （（文文書書情情報報管管理理課課（（情情報報管管理理室室））））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

情情報報通通信信技技術術をを活活用用ししたたササーービビススのの数数ににつついいてて、、平平成成 2266 年年度度現現況況値値 5588

件件をを平平成成 2299 年年度度末末ににはは 8800 件件ににすするるこことと。。  
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個別の事務事業の年度毎の目標・成果は行政評価表（我孫子市ＨＰに掲載）を参照

してください。 

（我孫子市ＨＰ）我孫子市の行政評価について   

http://www.city.abiko.chiba.jp/index.cfm/19,16302,231,html 

 

行政評価の準拠規則は、我孫子市行政経営推進規則（平成 17年 5月 27日規則第 50

号）です。 

改改革革項項目目    ⅡⅡ－－７７  職職員員提提案案制制度度のの活活用用  

内内  容容  
職職員員のの意意欲欲ややアアイイデデアアをを事事務務のの効効率率化化、、市市民民ササーービビススのの向向上上ににつつななげげ、、

構構想想的的なな職職場場環環境境をを醸醸成成すするるたためめ、、職職員員提提案案制制度度をを活活用用すするる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

職職員員のの改改善善、、改改革革へへのの意意識識のの向向上上、、職職員員提提案案のの募募集集とと職職員員提提案案のの実実施施                      

（（総総務務課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
職職員員提提案案数数をを 33 年年間間でで 110000 件件以以上上ととすするる。。  

改改革革項項目目  ⅡⅡ－－８８  人人材材のの育育成成とと活活用用  

内内  容容  

人人事事管管理理とと職職員員研研修修ささららにに職職場場のの環環境境整整備備をを含含めめたた人人事事制制度度全全体体でで人人

材材育育成成をを進進めめるる仕仕組組みみをを推推進進すするる。。少少数数精精鋭鋭のの中中、、職職員員一一人人ひひととりりのの

能能力力をを最最大大限限引引きき出出しし活活用用すするる。。ままたた、、政政策策・・方方針針決決定定過過程程へへのの女女性性

のの参参画画拡拡大大をを図図れれるるよようう、、女女性性職職員員のの人人材材育育成成にに努努めめるる。。  

主主なな事事務務・・

事事業業とと担担当当

課課  

各各研研修修のの効効果果測測定定・・アアンンケケーートトのの実実施施、、省省庁庁、、県県、、自自治治大大学学校校へへのの研研

修修派派遣遣、、女女性性管管理理職職育育成成ののたためめのの研研修修計計画画をを含含めめたた環環境境づづくくりり  

                                                    （（総総務務課課））  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

研研修修計計画画にによよっってて実実施施ししたた研研修修のの満満足足度度又又はは理理解解度度がが平平均均 9900％％以以上上とと

すするる。。  

女女性性職職員員のの管管理理職職割割合合 1133..44%%((平平成成 2277年年度度))をを 1155..00％％以以上上((平平成成 2299年年度度))

ととすするる。。  

http://www.city.abiko.chiba.jp/index.cfm/19,16302,231,html
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